
 

解散認定 
申請(＊) 

清 算 法 人 

破産処理 

法務局へ清算結了登記 

清算結了届出書提出(＊)清算結了の登記事項証明書を添付 

法務局へ解散登記・清算人登記 

解散届出書(＊)の提出 
解散・清算人の登記事項証

明書を添付 

 

解      散 

公告：定款に定める方法及び官報により、遅滞なく行う 

催告：判明している債権者に対して行う 

債権者に対しては債務弁済 

債務者に対しては債権回収 

残余財産の処分 
 定款で帰属先を規定してある場合：その帰属先に譲渡 
 定款で帰属先を規定していない場合：県の認証を受けて国・地方公共 

団体に譲渡 

 

 

 

解散認定 

解 散 届 出 書
(＊)の提出 
解散の登記事項

証明書を添付 

法務局へ 

解散登記 

清算中に清算人が就任したときは清算人就任届出書(＊)を提出  
清算人の登記事項証明書を添付 

県が法務局へ 

解散登記 

 解散・清算に係る事務処理フロー 

 

 

①社員総会の決議                        
②定款で定めた解散事由   ③事業の成功    ⑦認証の       ⑤合 併   ⑥破産手続 
の発生            の不能        取消し            開始の決定 

④社員の欠亡 
  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 

  
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＊の各書類について 
提出：広報・共創推進課、地域振興局 

受理（収受印の押印）：広報・共創推進課 

注：丸付き数字は、法第 31条第１項の各号を表す 


